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プロジェクトの概要

科学技術プロジェクトは中国の各レベルの政府部門が科学技術研究およ

び技術開発を主旨として設立されたプロジェクトであり、設立の目的は経済

と社会発展の中、発生した科学技術問題を解決すること。

科学技術政策は常に中国の情勢と核心業務と密接な関係がある。

科学技術プロジェクトの定義
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政府部門

経済情報化部门
省工業情報化厅
市工業情報化局

発展改革部門
省発展改革委員会
市発展改革委員会

業界団体
ソフトウェア製品とソ
フトウェア企業の評価

高品質認定
......

各区の科学技術局
区科学技術局
区科学技術局

……

科学技術部門
省科学技術庁
市科学技術局

市場監督管理部門
省市場監督管理局
市市場監督管理局

人的資源と社会
保障部門
省人力資源社会保障庁
市人力資源社会保障局

プロジェクトの概要

中国各省政府の主管部門
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各政府主管部門のオフィシャルウェブサイト

プロジェクトの概要
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政府部門の関連リンク

番号 部門 リンク

1 広東省科学技術庁 http://gdstc.gd.gov.cn/

2 広州市科学技術局 http://kjj.gz.gov.cn/

3 広東省工業情報化厅 http://gdii.gd.gov.cn/

4 広州市工業情報化局 http://gxj.gz.gov.cn/

5 広東省人力資源社会保障厅 http://hrss.gd.gov.cn/

6 広州市人力資源社会保障局 http://rsj.gz.gov.cn/

7 広東省発展改革委員会 http://drc.gd.gov.cn/

8 広州市発展改革委員会 http://fgw.gz.gov.cn/

9 広東省市場監督管理局 http://amr.gd.gov.cn/

10 広州市市場監督管理局 http://scjgj.gz.gov.cn/

プロジェクトの概要
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政府部門の関連リンク

番号 部門 リンク

11 広東省農業庁 http://dara.gd.gov.cn/

12 広州市農業局 http://nyncj.gz.gov.cn/

13
中国イノベーションとスタートアップコンテ

スト
http://www.cxcyds.com/

14
広東香港マカオ大湾区高価値専利育成コンテ

スト
https://ghm.7ipr.com/

15 ハイテク企業認定業務網 http://www.innocom.gov.cn/

16 国家政務サービスプラットフォーム https://login.gjzwfw.gov.cn/

17 科学技術部政務サービスプラットフォーム https://fuwu.most.gov.cn/

18 中国科学技術部 https://www.most.gov.cn/index.html

19 中国工業情報化部 https://www.miit.gov.cn/

20 中国発展改革委員会 https://www.ndrc.gov.cn/

プロジェクトの概要
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日本における関連科学技術政策

プロジェクトの概要

◆ 1995年に日本で『科学技術基本法』が制定された。10年程度の『科学技術基

本計画』を5年間ごとに策定することが定められた。

◆ 1996年に日本で第1期科学技術基本計画が公表された。政府による研究開発投

資の拡充、研究開発の基盤条件の建設に必要な資金の投入、先端的な科学技

術施設設備の広範な共有および国際協力交流などの促進が立案された。

◆ 2021年に公布された『第6期科学技術・イノベーション基本計画（2021-2025

年）』に、次の5年間で約30兆円の政府による研究開発投資を確保し、官民

合わせて約120兆円の研究開発投資を行っていくことが明記された。
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日本における関連科学技術政策

プロジェクトの概要

◆ 日本ではニッチ市場において50％超えを占めている製品を｢ニッチ製品｣と呼び、この

ような製品を持つ企業は｢ニッチ企業｣と呼ばれる。

◆ 日本はニッチ企業への支援政策が20世紀90年代後期から始まった。第一に、ニッチ企

業に対する認定および広報を重視している。2006年-2009年の間、日本は、｢元気なモ

ノ作り中小企業300社｣選定プロジェクトを実施し、2013年に｢グローバルニッチトッ

プ企業100社｣の選定プロジェクトを実施して、これら企業の知名度の上昇と海外業務

の展開について重点的に支援を行った。

◆ 第二に、特別プログラムを作成して企業のイノベーションを後押ししている。日本は

企業による技術開発補助資金の支援政策を策定した。2013年に｢緊急構造改革プログラ

ム｣を実施し、グローバルニッチトップ企業を目指した中小企業に重点的に支援を行っ

た。 10



プロジェクトの概要

中国国民経済および社会発展第十四次5カ年計画と2035年長期目標綱要
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プロジェクトの概要

広東省の一部新エネルギー関係プロジェクトの申請
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政府の科学技術政策の具体的な意義

◆ 産業構造の調整：政府は、政策を通じて企業が戦略性振興産業、ハイテク技術産業などの方

向へ転換するよう指導できる。産業の構造を最適化し、経済発展の質を向上する。

◆ 就業機会の増加：企業は、プロジェクトの申請を通じて、資金と政策上の支援を得ることに

よって、生産規模を拡大し、就業機会を増やし、就業圧力を緩和する。

◆ 科学技術イノベーション：政府は、プロジェクトの申請を通じ、企業が研究開発へのリソー

ス投下を拡大し、科学技術のイノベーションを進め、国家の科学技術レベルと国際競争力を

上げるように奨励することができる。

◆ 環境保護：政府は、プロジェクトの提供を通じ、企業が省エネと汚染物質の排出削減、環境

保護技術研究開発などを奨励する。環境の質を改善し、持続可能な発展を実現する。

プロジェクトの概要
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企業がプロジェクト申請を実施する意義

◆ 資金面の支援：プロジェクトの申請を通じ、企業は政府または他の組織の資金面の

支援を得ることによって、研究開発のコストを下げ、企業の競争力を向上する。

◆ 政策上の支援：企業による政府または他の組織の支援策活用の一助となる。例えば、

税制優遇、人材採用など。企業のためさらに良好な発展環境を創造する。

◆ 企業の知名度を高める：企業の知名度と社会認知度を高めることができる。

◆ 技術革新：企業が技術革新を行うように奨励し、企業の技術レベルと中核競争力を

高める。

プロジェクトの概要
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

企業関連プロジェクトの展開と戦略

プロジェクトの戦略 プロジェクトの展開
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企業関連プロジェクトの展開と戦略
添付1 2022年までに外資系企業の直接投資の状況

データのソース：商務部外資統計

金額の単位：億米ドル

対内直接投資額（実行ベース）新設企業数年度

合計
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

2023年1-10月の全国対内直接投資額（実行ベース）は9,870.1億元

2023年1－10月、全国で新設された外資系投資企業が41,947社、前年比32.1%増、実際
に対内直接投資額（実行ベース）は9870.1億元で、前年比9.4%減となった。

中華人民共和国商務部

ホームページ 〉 新聞発信 〉 司局担当者発信

出所：商務部新聞弁公室 種類：オリジナル 類別：新聞 2023-11-17 16:30
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

数据来源：广州市统计局

2023年9月外資系企業の投資の状況

データのソース：広州市統計局

                                               2023年 9月外資系企業の投資の状況 

                                                発表日： 2023-10-24   出所：貿外処 

 

 2023年 9 月外資系企業の投資の状況 

                                                                                                                         単位：億元 

                 契約を締結した企業のプロジェクト       対内直接投資（契約ベース）          対内直接投資

（実行ベース） 

                   今月までの累計  上昇％       今月までの累計  上昇％    今月までの累計  上昇％  

全国合計          37814          32.4            16332.79        -30.7          9199.73        -8.4 

広東省                  15634               54.8                       2528.66          -17.8                 1334.87             -4.2 

その内：深圳市         5872               71.7                       791.29          -28.4                   530.49             -1.5          

注：1. 2018 年から省商務庁外資系投資データの公布について商務部が提供するデータを使用。 

     2. 2022年 5月から、新たに改正した『外商投資統計調査制度』が正式に実施された。上半期の対内直接投資（実

行ベース）の金額は銀行、証券、保険の分野における全部データであり、同期比について上記分野において物価指数

の変化を含まない。 
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

国務院による「外商投資環境のさらなる最適化と外商投資誘致の強化に関する意見」

国発〔2023〕11号

各省、自治区、直接管轄市人民政府、国務院各部門委員会、各直接所属機構：
外資系投資を積極的に誘致し利用することは、高いレベルの対外開放を推進し、新しい開放型の経済体制を構築す

るうえで重要なことである。外資系企業投資環境のさらに最適化・強化し、投資促進の取り組みのレベルを上げ、外資
系企業投資の誘致を強化するため、下記の意見を提出する。

中華人民共和国中央人民政府
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略
『国務院による「外商投資環境のさらなる最適化と外商投資誘致の強化に関する意見」』

（一）重点的な分野において外資の誘致を拡大する

外資系企業が中国で研究開発センターの設立、国内企業と連携して技術研究開発と産業化応用の展開をサポートし、外資系投資企業お

よび当該設立された研究開発センターが重大な科学研究プロジェクトを展開するように奨励する。

（二）外資系投資企業による政府調達への参加を法により保障する

外資系投資企業が中国でグローバル先端的な製品を革新し研究開発するようサポートする。

（三）外資系投資企業が標準制定業務に平等的に参入するように支援する

標準制定および改正の全てのプロセスの情報公開を推進し、外資系投資企業が中国資本の企業と法により標準化技術委員会および標準

制定業務に平等に参入できるように保障する。

（四）外資系投資企業が支援政策を平等に享受できるように確保する

各地で発表された産業発展および内需拡大などをサポートする政策は、法律法規による明確な規定又は国家安全分野に関わる原因を除

き、ブランドの制限または外資系ブランドを理由として外資系投資企業およびその製品とサービスを排除したり差別することはできな

い。政策の適用について外資系投資企業およびその製品とサービスに対する特別条件を設けることはできない。

（五）知的財産権行政法執行を強化する

外資系投資企業の知的財産権を侵害する行為に厳しい取り締まりを実施、地域を超えた権利侵害や、組織的な権利侵害違法行為に対し

て特別法執行キャンペーンを実施する。
20



企業の関係プロジェクトの展開と戦略

内外資本の不合理な差別待遇に対する特別整理業務の
実行を求める商務部弁公庁からのレター

ホームページ > 政策公布

中華人民共和国商務部
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

◆ （一）中国資本と外資が平等的に参入を許可する分野において、外資系に対する制限措置を設置し講じることによって、

外資系企業の経営活動を妨害し負担をかける。

◆ （二）ブランド限定または外資系ブランドを理由として外資系企業およびその製品とサービスを排除もしくは差別して、

外資系企業およびその製品とサービスが政策を享受することに特別条件を設けること。例えば、ある地域で、新エネ車の

消費促進政策を公表して、消費者が地場ブランドの新エネ車を購入し使用することについて補助金を与える。

◆ （三）所有権の形式に対する限定などの方式を通じ、外資系企業による中国国内での入札、政府調達への参加を排除また

は制限する。

◆ （四）政策の実施中、外資系企業を別の形で差別する。例えば、ある地域で、財政上奨励補助など政策を着実に実施する

際に、内部文書の形式で実施細則を公表して、「ポイント・ツー・ポイント」の形で国有、民営企業に政策の支援を申請

することを知らせる。外資系企業が企業支援政策を公平的に享受できなくなる。

◆ （五）政府系機関や社会団体が経営主体の関係業務に従事する際に外資系企業およびその製品とサービスを排除もしくは

差別する。

◆ （六）その他の中国資本と外資系に対して不合理な差別待遇を含む可能性がある規定および措置。

外商投資法およびその実施条例の関連規定を厳しく実行し、外資系企業を差別する可能性がある

法規文書、政策措置を細かく整理して、外資系企業のためさらに公平な市場競争環境を作る。
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

2023年11月8日，2023粤港澳大湾区全球招商大会在广州举行

广东省科技厅二级巡视员龚建文広東省科学技術庁二級巡視員龚建文

2023年11月8日に、2023広東香港マカオ大湾区グローバル企業誘致会議が広州で開催された。
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

◆ 企業の税収において、中国資本と外資系企業はそれぞれハイテク企業の認定を受け、企業の研究開発費用に対する加算控除

政策を享受できる。ハイテク企業と認定された企業は、企業所得税の税率が15％にまで軽減される優遇税制を享受できる。

2022年末までに、広東省の外資系投資のハイテク企業の数はすでに1300社超え、当該年企業所得税減免金額が80億人民元

近くとなった。現在までに、広東省が認定した新型研究開発機構が277社になり、そのうち、外資系投資企業7社が省レベルの

新型の研究開発機構に認定され、あわせて財政補助金700万人民元余りを得た。

◆ 同時に、フォーチュングローバル500にランクインする外資系企業によっては広東省に設立された研究開発センターは22社以上

に及んだ。今年から、エクソンモービル、シーメンスなど多国籍企業が続々とグレーターベイエリアで研究開発センターを設立し

た。

◆ 現在、広東において全面的に開放されたイノベーションの国際科学技術協力環境が基本的に形成された。龚建文の発言による

と、広東はすでに日本、韓国、ドイツ、デンマーク、フランスなど80カ国以上の国・地域と科学技術協力協議書を締結または科学

技術分野での交流を行った。

◆ 広東省各レベルの科学技術部門はそれぞれ政府支援を提供する一連の国際科学技術協力計画を策定して、国際科学研究協

力、国際産業技術研究開発協力など交流を重点的に進める。

コメント：上記は広東省科学技術庁二級巡視員龚建文氏の発言から
24



企業の関係プロジェクトの展開と戦略

各所は外資系研究開発センターが「十四五」の期間科学技術イノベーションの輸入をサポートする税収政策をうまく活
用するよう後押して、外資系投資企業が国家科学技術計画プロジェクトを実施することをサポートする。

中華人民共和国国家発展と改革委員会

国家発展改革委員会等の部門からの『製造業を重点として
外資における増額を拡充し、既存量を確保し、品質を上げ
ることを促進する若干政策措置』発信通知

『製造業を重点として外資における増額を拡充し、既存量を確保し、
品質を上げることを促進する若干政策措置』発信通知

発改外資〔2022〕1586号

各省、自治区、直接管轄市人民政府、新疆生産建設兵団：
『製造業を重点として外資における増額を拡充し、既存量を確保し、品質を上げることを促進する

若干政策措置』はすでに国務院の許可を取得した。現在は印刷文を知らせ、まじめに実施してください。
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

中華人民共和国中央人民政府

習近平：中国の発展は世界と切り離せず、世界の繁栄にも中国を必要とする

習近平国家主席は10日の夜、北京でテレビ会議形式で 上海協力機構（ＳＣＯ）加盟国元首理事会の第20期会議を出
席し、重要な演説を行った。

習近平氏は下記のように強調した。中国の発展は世界と切り離せず、世界の繁栄も中国を必要としている。中国は現在、
国内の大きな循環（サイクル）を主体として、国内と国際の双循環（ダブルサイクル）が互いに促進する新しい発展パターンの形成の
加速、より高水準の新しい開放型経済体制の構築に注力している。中国は互恵・ウィンウィンの開放的戦略を揺るぎなく推進し、
世界から発展の原動力を汲み取り、また中国の発展によって世界に新たな機会を提供する。各国が中国の発展による新たなチャ
ンスをつかみ、対中協力を積極的に深化することを歓迎する。
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

基礎類別のプロジェクト

資格類別のプロジェクト

知財類別のプロジェクト

他のプロジェクト

◆加算控除

◆科学技術型中小企業

◆イノベーション型中小企業

◆イノベーションとスタート

アップコンテスト

◆ハイテク企業認定

◆「専精特新」、ある分野の

トップ企業

◆技術先端型企業認定

◆新型研究開発機構

◆広東省工程技術センター

◆広東省工程研究センター

◆広東省企業技術センター

◆省、市工業設計センター

◆知財の標準を徹底的に実行

◆ ISO56005イノベーション

管理体制

◆広東省知財模範企業

◆国家知財優勢、模範企業

◆国家、省専利賞

◆広東香港マカオ大湾区

高価値専利育成展開コンテスト

◆広東省重点商標保護名簿

◆粤商号の有名で優れる製品

◆品質賞

◆省高価値専利育成展開センター

◆各レベル政府知財専門プロジェクト

◆科学技術重大プロジェクト

◆工業高品質を促進するプロ

ジェクト

◆省市区技術改造

◆省科学技術賞

◆省レベルの政府機関が制定

した各種規程・法規

◆「専精特新」融資に対する

利息の補助

◆標準制定

◆商務局と経済貿易局のプロ

ジェクト（電子商取引、対

外貿易）

申請できるプロジェクト
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

加算控除（研究開発投入による）

ハイテク技術企業（税率を15％に引き下げ）

技術先端型企業（税率を15％に引き下げ）

先端製造業企業の増値税に関する加算による引き下げ

（一）税収の減免に関す
るプロジェクトの展開

ハイテク技術企業（約10-100万）

「専精特新」中小企業（約20-50万）

「専精特新」「小巨人」企業（約100-300万）

省、国家専利賞（約10-100万）

各政府部門特別プロジェクト（約10-3000万）

技術改造（約100-1500万）

（二）資金補助に関する
プロジェクトの展開

国家、省知財模範企業

広東省重点商標保護名簿

広東省工程技術センター、研究開発機構など

（三）資格と栄誉に関す
るプロジェクトの展開

どのように企画を展開
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

2023年1-6月の間、中国で企業30.8万社が事前に研究開発費用における加算控除
の申請を行い、税収減免を受けられる金額が2,300億人民元に及んだ。

中華人民共和国中央人民政府

最近、国家税務総局所得税司は科学技術部政策法規と革新体制建設司と連携して『研究開発費用における加算控除政策に関
する実行ガイドライン（2.0版）』（以下『ガイドライン』を略称する）を発表して、既存の研究開発費用における加算控除関係
の政策に対して全面的に整理して、政策の主な内容、研究開発費用の計算要求、申請と申請後の管理などについて政策に対する
解釈を行った。

加算による控除は企業所得税の税額優遇方式である。税法の規定によって実際控除額の上、ある程度の比率を加え、課税所
得額を計算する時の控除額として、企業の研究開発費用に対して加算控除を実施することは、研究開発費用における加算控除を
称する。

税務総局：加算控除政策は科学技術革新を促進する

2023-07-13 08:31  出所：経済日報
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

研究開発費用における加算控除政策に関する実行ガイドライン（2.0版）

研究開発費用における加算控除政策に関する実行ガイドライン（2.0版）
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企業の関係プロジェクトの展開と戦略

研究開発費用にける
加算控除政策に関する
実行ガイドライン
（2.0版）

31



ハイテク企業と「専精特新」の紹介

ハイテク企業と「専精特新」の紹介

ハイテク企業認定 「専精特新」
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ハイテク企業と「専精特新」の紹介

国家科学技術部 国家工業情報化部

ハ
イ
テ
ク
企
業

科
学
技
術
型
中
小
企
業

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
型
中
小
企
業

専
精
特
新
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ハイテク技術企業の定義

「国が重点的にサポートするハイテク分野」の中で、持続的な

研究開発と技術成果の応用を行い、企業の核心的な自主知的財

産権を形成し、かつこれを基礎とし経営活動を展開し、中国国

内（香港、マカオ、台湾地区を含まない）にて登記してから1 年

以上が経過している居民企業をいう。

ハイテク企業と「専精特新」の紹介
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国が重点的にサポートするハイテク分野

1 電子情報技術

2 バイオおよび新
医薬技術

3 航空・宇宙産
業技術

4 新素材技術

5 ハイテクサービス業

6 新エネルギーおよび
省エネ技術

7 資源および環境技術

8 ハイテクに基づく伝統
産業革新技術

ハイテク企業と「専精特新」の紹介

35



ハイテク技術企業の認定条件

（一）中国国内に登記してから1年以上が経過している居民企業。

（二）その核心技術に対する知的財産権を有す：取得方式：自社における研究開発、譲渡、贈与、買収合併。
Ⅰ類：発明特許など。
Ⅱ類：実用新案、意匠権、ソフトウェア著作権など。

（三）企業の主な製品（サービス）の核心技術が『国が重点的に支援するハイテク領域』の定める範囲に属すること。

（四）研究開発および関係技術イノベーション活動に従事する技術職従業員が企業の当年の総従業員数の10%以上を占
めること。

（五）直近の3会計年度における研究開発費用の総額が、同期の売上収入の総額に占める割合について、次の各号に掲
げる条件を満足すること：

1.直近1年間の売上収入が5千万元を下回る企業の場合は、割合が5％を下回らない。
2.直近1年間の売上収入が5千万元以上2億元未満の企業の場合は、割合が4％を下回らない。
3.直近1年間の売上収入が2億元以上の企業の場合は、割合が3％を下回らない。

そのうち、中国国内にて費やした研究開発費の総額が、全研究開発費の総額に占める割合が、60%を下回らないこと。

（六）直近1年間のハイテク製品（サービス）による収入が企業の当年の収入総額に占める割合が、60%を下回らない
こと。

（七）企業のイノベーション能力の評価は相応しい条件に達すこと。

（八）企業の申請と認定の前の1年以内重大な安全、重大な品質事故又は環境面で厳重な違法行為が生じたことがない。

ハイテク企業と「専精特新」の紹介
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ハイテク技術企業認定評価体制

ハイテク企業と「専精特新」の紹介

財務

成長

組織

管理

開発成

果の産業

化

知的財

産権 30

点
30
点

20
点

20
点

知的財産権、科学技術成果の産業化能力、研究開発の管理水準、成長性指標等の四項目の指標について、加重得点の方法を

採用する。総点数が100点で、ハイテク企業認定にあたり、70点以上に達しなければならない（異議がないことが必須）。
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ハイテク企業と「専精特新」の紹介

再び認定通過：10万元を支給

2022年ハイテク企業補助政策（広州）

初回認定通過：20万元を支給

ハイテク企業の有効期限内、初回「四
上」（一定規模以上の工業企業、有資格
の建築業企業、限定額以上の卸売り小売
り宿泊飲食業企業、一定規模以上のサー
ビス業企業）企業に認定されたら、追加
で10万元を支給

認定時期の前年度の研究開発費用に対
する税収加算控除の形で、追加奨励を
与える。
研究開発費用投入および補助の標準：

1000万ー5000万以下追加奨励20万
5001万－1億以下 追加奨励40万

1億以上 追加奨励70万

出所：広州市がハイテク企業の高品質発展を推進する支援方法の通知（2021－2024年）

認定通過後補助 初回四上補助 研究開発投入補助
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1、中国の中小企業の規模が膨大で、顕著な貢献をした。

現在、中国の中小企業数は4000万社超え、全企業数の99％以上を占める。

2、中国の製造業の短所が明らかで、「製造強国」のさらなる建設が必要である。

中国の製造業は規模が大きいが競争力は高くない、規模が大きいが専門性が低い。

3、「国内国外双循環」発展ランドスケープの構築にサービスを提供する。

「国内国外双循環」発展ランドスケープを構築し、国民経済サイクルをスムーズにさせる。

専精特新中小企業への支援を通して、科学技術イノベーション能力を上げる。

4、グローバル貿易摩擦が激化し、外部環境が不安定になった。

国内経済発展の短所および外部環境の不安定に面して、中小企業が「専精特新」に向けて発

展するように指導することは「首を絞めつけられる」問題を解決する鍵で、「製造強国」を構築

するうえで必要なルートである。

専精特新の発展経緯

ハイテク企業と「専精特新」の紹介
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各国「専精特新」企業

ハイテク企業と「専精特新」の紹介

◆ドイツ「隠れたチャンピオン」

◆米国「ニッチ企業」

◆韓国「中堅企業」

◆日本「ニッチ企業」

1.多くは製造業の企業である。

2.ニッチの特定分野又は製品にフォーカスして、慎重に新しい分野に

入る。

3.企業の設立時間が早く、経営業績が比較的良い。

4.グローバル経営を重視して、技術累積と技術革新を重んじている。

5.産業の成熟期の際に第二創業を通して、ニッチ市場のリーダーのポ

ジションを目指す。

6.積極的に関連政策を利用して事業拡大を実現する。 40



1、「専」とは専門性を意味する。 主な特徴は製品用途の専門性、生産技術の

専門性、技術の独占性および製品の特定分野における発展の優位性がある。

2、「精」とは精密な技術力を意味する。 主な特徴は製品の高度化、生産技術

の高度化、企業経営の高度化。

3、「特」とは差別化を意味する。 独自のプロセス、技術、成分、特殊な原

料を用いて開発・生産、地域性や特殊な機能を持った製品。

4、「新」とは新規性を意味する。主な特徴は製品（技術）の新規性と先進性、

技術の質が高い、高付加価値、または大きな経済的な利益、社会的な利益を

もつ。

ハイテク企業と「専精特新」の紹介

「専精特新」中小企業の認定

専
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ハイテク企業と「専精特新」の紹介

中国における「専精特新」中小企业育成
の階層

イノベーション型中小企業

省レベル「専精特新」
の企業

国家レベル
「専精特新」

小巨人

潜在的ニッチ企業（Niche Top）

ニッチ企業

グローバルニッチトップ企業

目標1万社

目標10万社

目標100万社 42



ハイテク企業と「専精特新」のご紹介

番号 いずれか以下の条件を満たす必要がある

1
評価得点が60点以上で、特定の分野に2年以上従事し、前年度の研究開発費総額が100万元

以上、且つ割合は営業利益総額の3％以上を占める。

2
過去 3 年間で、省レベルの科学技術賞を受賞し、且つ上位 3 位にランクされる；または国

家レベルの科学技術賞を受賞し、且つ上位 5 位にランクされる。

3 過去 2 年間の研究開発費の平均総額が 1,000 万元を超えた。

4
過去2年間の新株発行による資金調達総額（承認された機関投資家が支払った金額）が6,000

万元を超えた。

5
過去3年間で、中小企業のイノベーション・起業のコンペティション全国大会「創客中国」

のトップ500のリストに入選された企業。

省レベル「専精特新」の中小企业の認定条件
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ハイテク企業と「専精特新」のご紹介
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ハイテク企業と「専精特新」のご紹介

国家の政策

2021年1月23日、財政部と工業情報化部は共同で『 「専精特新」中小企業の質が高い発展を

支援するに関する通知』を発表した。通知によると「2021年から2025年までに、中央政府は

累計で100億元以上の奨励金・補助金を用意し、地方政府が支援政策と公共サービス制度を

改善し、質の高い発展の支援に注力するよう指導する」としている。 1,000 社以上の国家

レベルの「専精特新」 （小巨人）企業を 3段階に分けて育成する（各段階は 3 年を超えな

い）。

広東省の政策

有効期間内の省レベルの「専精特新」中小企業は、商業銀行からの人民元融資の実質利息総

額が30万元以上の場合に補助され、補助の割合は利息の50％を超えず、最大補助額100万元

を超えない。 45



ハイテク企業と「専精特新」のご紹介
序号 政策名称 主な支援内容

1
深セン市工業と情報化局の製造業の質の高い発展を促進し、

強力な製造都市を揺るぎなく建設するの若干措置を発表した

国家レベルの「専精特新」（小巨人）企業に最大50万元の奨励金が与えられ、省のレベルの「専精特新」の企業に最

大20万元の奨励金が与えられる。

2
深セン市人民政府の市場主体の育成と成長の加速に関する実

施意見
省および国家レベル「専精特新」に選ばれた中小企業には、最高奨励金が10万元、20万元、50万元を与えられる

3 深セン市工業と情報化局の民間中小企業発展プロジェクト支

援計画の実施規則

国家レベルの「専精特新」（小巨人）と認定された企業には最高50万元の奨励金が与えられ；深セン市レベルの「専

精特新」と認定された中小企業には最高10万元の奨励金が与えられる。潜在成長力の高い企業に株式制度の改革を奨

励し、上場を目的とした規模以上の企業が標準化の会社制度改革を行った企業には最高50万元の奨励金を与えられる。

4
南山区の「専精特新」企業の発展の促進に関する特別支援措

置

「専精特新」（小巨人）企業に100万元の奨励金が与えられる。 省レベルの「専精特新」中小企業に30万元の奨励金

が与えられる。

5
深セン市光明区人民政府の光明区の製造業の質の高い発展を

促進するの若干措置に関する通知を発表した

国家レベルの「専精特新」（小巨人）企業、「専精特新」中小企業にはそれぞれ最大100万元と20万元の奨励金が与

えられる。

6
深セン市龍華区の製造業の質の高い発展を促進するの若干措

置

国レベルの「専精特新」（小巨人）企業リストに入選された企業に、市レベルの奨励金基準に基づいて1：1の最高50

万元奨励金が与えられる；省レベルの「専精特新」企業リストに入選された企業に、市レベルの奨励金基準に基づい

て1：1の最高20万元奨励金が与えられる。

7 深セン市龍崗区の企業育成特別支援細則
省レベルの「専精特新」が認定された企業に最大20万元の一回限りの奨励金が与えられる；国家レベルの「専精特

新」（小巨人）が認定された企業に最大50万元の一回限りの奨励金が与えられる。

8
深セン市羅湖区は産業発展に関する特別資金の実施細則（技

術革新）

管轄地域内の省レベルの「専精特新」が認定された企業に50万元の補助が与えられる；国家レベルの「専精特新」

（小巨人）企業に100万元の補助が与えられる。

9 深セン市坪山区の製造業の質の高い発展資金支援策
国家レベルの「専精特新」（小巨人）として初めて認められた企業に1回限り50万元の奨励金が与えられる；広東省、

または深セン市で初めて「専精特新」として認められた企業に1回限り10万元の奨励金が与えられる。

10
深セン市の深センとスワトウ特別合作区の「深センとスワト

ウ特別合作区の産業発展を支援する若干措置」を発表した。

初めて国家レベルの「専精特新」（小巨人）、または広東省、深セン市の「専精特新」として認められた企業にそれ

ぞれ最大50万元、20万元、10万元の奨励金が与えられる。

深セン市政策

46



ハイテク企業と「専精特新」のご紹介

番号 政策名称 主な支援内容

1
広州市人民政府弁公室は、広州市の「専精特
新」中小企業育成の3カ年行動計画（2022～

2024）に関する通知を発表した

認定奨励金。 新たに認められた国家レベルの「専精特新」（小巨人）企業に1回限りの奨励金100万元が与えられる。新

たに認められた省レベルの「専精特新」中小企業に1回限りの奨励金20万元が与えられる。

2
広州市黄浦区広州開発区の「専精特新」企業
の質の高い発展さらに支援に関する措置を発

表した

広東省の工業情報化局が認定した省レベルの「専精特新」中小企業に1回限り50万元の奨励金が与えられる。 国家の工業

情報化部が認定された「専精特新」（小巨人）企業に1回限り200万元の奨励金が与えられる。

3
広州市海珠区の科学技術工業と情報化局は、
広州市海珠区「専精特新」企業「育成アク
ション」に関する実施方法を発表した

国家レベルの「専精特新」（重点小巨人）、国家レベルの「専精特新」（小巨人）および広東省レベルの「専精特新」中

小企業に認定され、且つ「四上」条件を満たするハイテク企業は本政策の有効期間中にそれぞれ年間最高80万元（累計最

高240万元）、年間最高60万元（累計最高180万元）、年間最高20万元（累計最高60万元）の重要人材補助金が与えられる。

4
広州市花都区人民政府弁公室は、花都区の
「専精特新」中小企業育成の3カ年行動計画
（2022～2024）に関する通知を発表した

新たに認められた国家レベルの「専精特新」（小巨人）、省レベルの「専精特新」中小企業にそれぞれ1回限りの奨励金

50万元、10万元が与えられる。

5
広州南沙新区（自由貿易区）の

「専精特新」中小企業の質の高い発展を促進
するの若干措置に関する通知を発表した

認定された（再認定を含む）「専精特新」（重点小巨人）企業に1回限り最大300万元の奨励金が与えられる、認定された

（再認定を含む）「専精特新」（小巨人）企業に1回限り最大200万元の奨励金が与えられる、認定された（再認定を含

む）「専精特新」中小企業に1回限り最大50万元の奨励金が与えられる。

6
増城区の産業企業の質の高い発展の支援に関

する20条措置の通知を発表した

新たに認められた国家レベルの製造業の特定領域をリードするのモデル企業、特定領域をリードする製品にそれぞれ1回

限り200万元と100万元の奨励金が与えられる;

新たに認められた国家レベルの「専精特新」（小巨人）企業、省レベルの「専精特新」中小企業にそれぞれ1回限り最大

50万元、10万元の奨励金が与えられる。

広州市政策
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江蘇宜興市のある会社

企業所在地 江蘇宜興 設立時間 1994年

産業分野 設備整備 小巨人の認定時間 2023年

◆ 1994年に設立され、100％日系出資企業、総投資額は1,200万ドル；世界先進的なヘッド生産技術と設備およ

び40年以上の生産秘訣と管理経験をある。お客様のニーズに合わせた高品質なヘッドを製造・販売している。

◆ 同社は設立以来、中国における圧力容器の安全な使用に多大な貢献をしてきた。 国内のヘッド業界で初めて

中国の特殊機器製造ライセンスA3認証を取得、初めて米国ASME認証を取得、初めてEUのPED認証を取得、

中国化学設備協会における最初のヘッド製造会社として認定された。 2021 に国家ハイテク企業に認証され

た; 中核グループ のサプライヤー認証を取得; GB/T25198 中国ヘッド業界標準の策定に参加した。 2023年に

「専精特新」（小巨人）企業に認定され、現在同社は知的財産権34件、うち発明特許5件、実用新案29件を有

する。 4つの国家基準の策定に参加した。 徹底的な品質管理システムを確立した。

「専精特新」（小巨人）の事例
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江蘇省のある造船会
社

企業所在地 江蘇省 設立時間 2019年

産業分野 製造業 小さな巨人の認定時間 2022年

◆ 2019年設立され、一部の日本企業の出資を受けている。過去2年間の主力事業収入の平均成長率は26.97％

に達し、マネジメントシステム認証を一通り取得し、製品はCCS、LR、GLなど国際認証を取得し、船舶を

主力製品とする「環境対応型カッサム型82000DWT型ばら積み貨物船」の市場シェアは15.8％に達し、そ

の中でも自社建造した4万立方級LGP輸送船は、 2022年に江蘇省工業情報化局のコア技術研究プロジェクト

に選定され、中国の造船会社はトン数とサイズが大きい船舶を中心にラインアップする中、グリーンで効率

的なLPG船を製造することで業界の空白を埋めた。商業的な価値と市場競争力が高い。

◆ 現在同社は、取得した知的財産権は88件、うち発明特許 5 件、実用新案 78 件、ソフトウェア著作権 4 件、

意匠権 1 件。2021年にハイテク企業、2022年に江蘇省企業技術センター、2023年に国家「小巨人」に相次

いで認定された。

「専精特新」（小巨人）の事例
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深セン市あるチップの製造会社

企業所在地 広東省 設立時間 2017年

産業分野 半導体のチップ 小さな巨人の認定時間 2023年

◆ 2017年に設立され、米国企業が筆頭株主に次ぐ2番目の株主、高性能アナログおよびミックスドシグナル集積

回路の設計、研究開発、販売および技術サービスに取り組む。本社は深センの前海にあり、中国の北部、東部、

北西部に研究開発センターと拠点がある。 同社は、アナログおよびミックスドシグナル集積回路のチップレ

ベルおよびシステムレベルのソリューションの開発に長年取り組んでいる。主力製品は高性能電源管理、自動

車電装部品、パワードライブモジュール、モータードライブ及びセンサー技術などのソリューション。

◆ 2023年9月現在、計27件の知的財産権を取得（発明特許17件、実用新案10件）、集積回路レイアウト権39件。

◆ 2020年にハイテク企業として認定され、2023年には国家レベルの「専精特新」（小巨人）企業として認定さ

れた。

「専精特新」（小巨人）の事例
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広州市ある重機製造会社

企業所在地 広東省 設立時間 2003年

産業分野 機械設備 小さな巨人の認定時間 2023年

◆ 2003 年に設立された、中国の国有企業である。

◆ 世界最高水準の原子力機器の国内初の製造拠点を構築し、その製品は改良型第二世代、第三世代（華龍一、

AP1000、EPR、国和一号）、第四世代（ナトリウム冷却高速炉、高温ガス冷却原子炉等）、海洋原子力プ

ラットフォーム、国際熱核融合炉等の原子炉型原子力設備の設計、製造及びサービス並びに国際熱核融合炉の

製造及びサービス使用済燃料処理および関連設備もカバーする。原子力主要設備は「17の国内初」の実績を

相次いで取得した。

◆ 取得した知的財産権127件、うち発明特許 41 件、実用新案 86 件。

◆ ハイテク企業、広東省工程技術研究開発センター、広東省企業技術センター、国家レベルの「専精特新」（小

巨人）に次々に認定された。

「専精特新」（小巨人）の事例
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まとめ

◆企業が政府の政策を活用、自らを発展させることは賢明な選択である。政府

の政策は企業に資金、リソース、政策面などの支援を提供することによって、

企業がコストを削減し、経営効率を向上させることができる。

◆企業は政策の変化に留意し、タイムリーに政策の最新情報を把握したうえ、

政策支援の範囲内で合理的に自社の発展計画を策定すべきだ。同時に、企業

も自社の状況に応じて適切な政策支援を選択し、盲目的にトレンドに従うこ

とを避ける必要がある。
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